
【調査の趣旨】
　ライフサポートファイルの活用促進に向けた工夫や活用上の課題等について、令和7年11月に別紙調査表に
より、県内全54市町村の障害福祉主管課を対象に調査を実施した。

【１　ファイルの導入状況】

①　既に導入している・・・５４/５４ 市町村 （１００％）
　　　　千葉市、銚子市、市川市、船橋市、館山市、木更津市、松戸市、野田市、茂原市、成田市
   　　 佐倉市、東金市、旭市、習志野市、柏市、勝浦市、市原市、流山市、八千代市、我孫子市、
　　    鴨川市、鎌ケ谷市、君津市、富津市、浦安市、四街道市、 袖ケ浦市、八街市、印西市、白井市、
　　 　 富里市、南房総市、匝瑳市、香取市、山武市、いすみ市、大網白里市、酒々井町、栄町、神崎町、
　　　　多古町、東庄町、九十九里町、芝山町、横芝光町、一宮町、睦沢町、長生村、白子町、長柄町、
　　　　長南町、大多喜町、御宿町、鋸南町　　
　　　　

②　ファイル導入開始時期
n=54

　1 H２５年度以前 ３１ /５４市町村(５７％）
　２ H２６年度 ４ /５４市町村(７％）
　３ H２７年度 ２ /５４市町村(４％）
　４ H２８年度 ２ /５４市町村(４％）
　５ H２９年度 ５ /５４市町村(９％）
　６ H３０年度 ２ /５４市町村(４％）
　７ R１年度(平成31年度) ２ /５４市町村(４％）
　８ R２年度 ４ /５４市町村(７％）
　９ R５年度 １ /５４市町村(２％）
 10 R６年度 １ /５４市町村(２％）

③　現在までの配付部数 n=54

　1 501部以上 １６ /５４市町村(２９％）
　2 251部～500部 ７ /５４市町村（１３％）
　3 101部～250部 ５ /５４市町村（９％）
　4 100部以下 ５ /５４市町村（９％）
　5 不明 ２１ /５４市町村（４０％）

ライフサポートファイル等の活用促進に向けた調査の結果（概要）
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④　ライフサポートファイルの活用状況
n=46

　1 比較的よく活用されている 　９/５４ 市町村 （１７％）
　2 あまり活用されていない 　１５/５４ 市町村 （２８％）
　3 どちらともいえない ３０/５４市町村 （５５％）

・１の場合、「活用しやすくするための工夫や活用を促すための周知などを
　　　　　　　　どのように行っているか」
・周知用パンフレットを作成し、小学校等において配付している。
・小中学校教員向けに「活用ガイド」を作成し、教員に対するファイル活用の
啓蒙を図っている。

・ライフサポートファイルをホームページからダウンロードできるようにし、利便性を図っている。
・自立支援協議会等で関係機関と連携し、ライフサポートファイルの説明会を実施し、周知と利用促進をしている
・相談事業所等で相談者へ周知や説明を行っている。

・２の場合、「どのような点に課題があると考えているか」
・ホームページで配付しているため、普及状況が把握できていない。
・保護者の意識により活用に差が生じている。
・特別支援級の先生等の理解が不十分であり、今後、周知を検討していく。

・３の場合、「その理由」

・保護者への記入方法や利用方法の周知が足りていない。
・保護者の障害受容の意識が異なるため活用に差が生じている。 

【２　市町村の障害者計画におけるライフサポートファイルの位置づけ】

①現行の障害者計画に記載があり、次期計画にも記載する予定・・・３４/５４ 市町村 （６３％）

②現行の障害者計画には記載がないが、次期計画には記載する予定・・・６/５４ 市町村 （１１％）

③現行の障害者計画には記載がなく、次期計画にも記載しない予定・・・８/５４ 市町村 （１５％）

n=54
④その他・・・６/５４ 市町村 （１１％）

　　　　　　・次期計画への記載は未定 ４ 市町村
　　　　　　・障害福祉サービス見込量確保のための方策の中に、 １ 市町村

ライフサポートファイルの活用・利用促進についての記載
はあるが、具体的な目標数は設定していない。

　　　　　　・障害者計画には記載はないが、市の総合計画には １ 市町村
記載がある。

・障害の有無にかかわらず子ども一人一人の教育的ニーズに合わせた支援をどの時期からでも行えるように３歳
児健康診査、中学校入学説明会では、チラシ、小学校就学時健康診断では、本冊と記入ガイドを全家庭に配布し
ている。

・ライフサポートファイルは、各自治体ごとに異なっており、様式や記入場所の違いなどに戸惑うこともあるとの意
見もあるため、様式の統一化が必要である。

・活用状況について把握していない。活用することが当たり前となるよう、支援者側（児童発達支援事業所等）にも
ファイルの活用を促していくことが必要と考える。

・就学支援における情報伝達のツールとして活用ができる。また、関係機関の連携及び学校間のよりよい引き継
ぎにも活用ができる。
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